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(57)【要約】
【課題】帯電特性に優れた黒色トナーを提供すること、また、そのような黒色トナーを用
いた画像形成方法を提供すること。
【解決手段】本発明の黒色トナーは、着色剤としてのカーボンブラックと結着樹脂とを含
むトナー母粒子をポリアルキレンイミンで表面改質したことを特徴とする。ポリアルキレ
ンイミンは、ポリエチレンイミンであることが好ましい。また、ポリアルキレンイミンの
数平均分子量は、５０００～１０００００であることが好ましい。また、結着樹脂は、ロ
ジン系樹脂を含むものであることが好ましい。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　着色剤としてのカーボンブラックと結着樹脂とを含むトナー母粒子をポリアルキレンイ
ミンで表面改質したことを特徴とする黒色トナー。
【請求項２】
　前記ポリアルキレンイミンは、ポリエチレンイミンである請求項１に記載の黒色トナー
。
【請求項３】
　前記ポリアルキレンイミンの数平均分子量は、５０００～１０００００である請求項１
または２に記載の黒色トナー。
【請求項４】
　前記結着樹脂は、ロジン系樹脂を含むものである請求項１ないし３のいずれかに記載の
黒色トナー。
【請求項５】
　前記ロジン系樹脂の軟化点は、８０～１９０℃である請求項４に記載の黒色トナー。
【請求項６】
　前記ロジン系樹脂の重量平均分子量は、５００～１０００００である請求項４または５
に記載の黒色トナー。
【請求項７】
　着色剤としてのカーボンブラックと結着樹脂とを含むトナー母粒子をポリアルキレンイ
ミンで表面改質した黒色トナーを用いることを特徴とする画像形成方法。
【請求項８】
　潜像を担持する潜像担持体と、
　前記潜像担持体に前記黒色トナーを付与することにより、前記潜像をトナー像として可
視化する現像装置とを有する画像形成装置を用いて画像形成する方法であり、
　前記現像装置は、前記黒色トナーを収容するトナー収容部と、
　前記潜像担持体に近接して対向し、外周面に前記黒色トナーを担持する凹凸部を備えた
現像ローラとを有し、
　前記凹凸部は、転造法により形成されたものである請求項７に記載の画像形成方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、黒色トナーおよび画像形成方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　電子写真方式を採用するプリンタ、複写機、ファクシミリ装置などの画像形成装置は、
一般に、帯電工程、露光工程、現像工程、転写工程、定着工程の一連の画像形成プロセス
によって、トナーからなる画像を紙などの記録媒体上に形成する。
　このような画像形成装置には、トナーを担持する現像ローラを有する現像装置が備えら
れている。かかる現像装置は、静電的な潜像を担持する感光ドラムに現像ローラを対向さ
せた状態で用いられ、現像ローラから感光ドラムへトナーを付与することにより、感光ド
ラム上の潜像をトナー像として可視化（現像）する。
【０００３】
　一般に、トナーは、電気的に帯電させることにより前記現像工程に供される。そして、
トナーの効率よく帯電させるために、帯電制御剤を添加することが知られている（例えば
、特許文献１参照。）。
　しかしながら、従来のトナーでは、トナー粒子間での帯電性にばらつきが生じ、帯電制
御剤を添加した場合であっても、そのばらつきを十分に抑制することができず、現像特性
や転写特性に影響を与えるといった問題があった。特に、着色剤としてカーボンブラック
を用いた正帯電トナーではその傾向が顕著であり、逆帯電性の粒子が抑えきれず、かぶり
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等の不具合が発生している。
【０００４】
【特許文献１】特開２００５－４９４８９号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　本発明の目的は、正帯電に優れた黒色トナーを提供すること、また、そのような黒色ト
ナーを用いた画像形成方法を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　このような目的は、下記の本発明により達成される。
　本発明の黒色トナーは、着色剤としてのカーボンブラックと結着樹脂とを含むトナー母
粒子をポリアルキレンイミンで表面改質したことを特徴とする。
　本発明の黒色トナーでは、前記ポリアルキレンイミンは、ポリエチレンイミンであるこ
とが好ましい。
【０００７】
　本発明の黒色トナーでは、前記ポリアルキレンイミンの数平均分子量は、５０００～１
０００００であることが好ましい。
　本発明の黒色トナーでは、前記結着樹脂は、ロジン系樹脂を含むものであることが好ま
しい。
　本発明の黒色トナーでは、前記ロジン系樹脂の軟化点は、８０～１９０℃であることが
好ましい。
　本発明の黒色トナーでは、前記ロジン系樹脂の重量平均分子量は、５００～１００００
０であることが好ましい。
【０００８】
　本発明の画像形成方法は、着色剤としてのカーボンブラックと結着樹脂とを含むトナー
母粒子をポリアルキレンイミンで表面改質した黒色トナーを用いることを特徴とする。
　本発明の画像形成方法では、潜像を担持する潜像担持体と、
　前記潜像担持体に前記黒色トナーを付与することにより、前記潜像をトナー像として可
視化する現像装置とを有する画像形成装置を用いて画像形成する方法であり、
　前記現像装置は、前記黒色トナーを収容するトナー収容部と、
　前記潜像担持体に近接して対向し、外周面に前記黒色トナーを担持する凹凸部を備えた
現像ローラとを有し、
　前記凹凸部は、転造法により形成されたものであることが好ましい。
【０００９】
　以上の構成により、正帯電に優れた黒色トナーを提供することができる。また、小粒径
トナーの諸問題を解決しつつ、印刷画像の高解像度化を図り、高品位な印刷画像を得るこ
とができる画像形成方法を提供することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１０】
　以下、本発明の黒色トナー、および画像形成方法の好適な実施形態について説明する。
　≪黒色トナー≫
　まず、本発明の黒色トナーについて説明する。
　本発明の黒色トナー（トナー）は、着色剤としてのカーボンブラックと結着樹脂とを含
んで構成されたトナー母粒子の表面をポリアルキレンイミンで表面改質（化学修飾）した
トナー粒子を含むものである。
【００１１】
　＜トナー粒子＞
　［トナー母粒子］
　トナー母粒子は、少なくとも、結着樹脂（樹脂材料）と着色剤としてのカーボンブラッ
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クを含むものである。
　１．結着樹脂
　トナー母粒子は、主成分としての結着樹脂を含む材料で構成されている。
【００１２】
　本発明においては、結着樹脂は、特に限定されず、例えば、公知の樹脂を用いることが
できる。
　特に、トナー母粒子は、結着樹脂としてロジン系樹脂を含むものであるのが好ましい。
　ロジン系樹脂は、トナーの記録媒体への定着性を優れたものとする上で有利であるとと
もに、後述するポリアルキレンイミンにより容易かつ確実に改質（化学修飾）される材料
である。言い換えると、ロジン系樹脂は、後述するポリアルキレンイミンとの反応性が高
い官能基（酸性基）を多数有する材料である。したがって、ポリアルキレンイミンによっ
てロジン系樹脂が一旦改質されると、ポリアルキレンイミンとロジン系樹脂とが化学的に
結合するため、改質されたロジン系樹脂からのポリアルキレンイミンの脱離・脱落は非常
に起こりにくくなる。したがって、トナーの定着性を優れたものとしつつ、トナー粒子の
正帯電の帯電特性を優れたものとすることができる。
【００１３】
　なお、ロジン系樹脂は、トナー母粒子の表面の少なくとも一部に存在するものであれば
よく、トナー母粒子全体に含まれるものであってもよく、トナー母粒子の表面に偏在する
ものであってもよく、また、トナー母粒子表面を覆うように存在するものであってもよい
。
　このようなロジン系樹脂としては、例えば、ロジン変性フェノール樹脂、ロジン変性マ
レイン樹脂、ロジン変性ポリエステル樹脂、フマル酸変性ロジン樹脂、エステルガム等が
挙げられ、これらのうち１種または２種以上を組み合わせて用いることができる。
【００１４】
　上述したようなロジン系樹脂の軟化点は、６０～１９０℃であるのが好ましく、６５～
１７０℃であるのがより好ましく、７０～１６０℃であるのがさらに好ましい。これによ
り、トナーの帯電特性を優れたものとしつつ、トナーの定着特性と耐熱保存性をより高い
次元で両立することができる。
　また、ロジン系樹脂の重量平均分子量は、５００～１０００００であるのが好ましく、
１０００～８００００であるのがより好ましく、１０００～５００００であるのがさらに
好ましい。これにより、トナーの帯電特性を優れたものとしつつ、トナー粒子の定着特性
と耐熱保存性をより高い次元で両立することができる。
【００１５】
　また、ロジン系樹脂の酸価は、４０ｍｇＫＯＨ／ｇ以下であるのが好ましく、３０ｍｇ
ＫＯＨ／ｇ以下であるのがより好ましく、５～２５ｍｇＫＯＨ／ｇ以下であるのがさらに
好ましい。これにより、ポリエチレンイミンによるトナー母粒子の表面の化学修飾をより
好適に行うことができ、トナーの帯電特性を特に優れたものとしつつ、トナーの定着特性
と耐熱保存性をより高い次元で両立することができる。
【００１６】
　また、トナー母粒子を構成する樹脂材料中におけるロジン系樹脂の含有率は、１～５０
ｗｔ％であるのが好ましく、５～４０ｗｔ％であるのがより好ましい。これにより、トナ
ーの帯電特性を特に優れたものとしつつ、トナーの定着特性と耐熱保存性をより高い次元
で両立することができる。
　また、トナー母粒子は、上述したようなロジン系樹脂以外の公知の樹脂が含まれていて
もよい。
【００１７】
　特に、上述したようなロジン系樹脂と、エステル結合を有する樹脂材料とを併用するの
が好ましい。このような結合を有する樹脂材料は、ロジン系樹脂との相溶性が落ちる傾向
があり、ロジン系樹脂をトナー粒子の表面により確実に存在させることができる。その結
果、トナー母粒子表面をより多くのポリアルキレンイミンで化学修飾させることができ、
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トナー粒子の正の帯電特性をより高いものとすることができる。
【００１８】
　エステル結合を有する樹脂材料としては、例えば、ポリエステル樹脂、スチレン－アク
リル酸エステル共重合体、メタクリル樹脂等が挙げられる。これらの中でも、特に、ポリ
エステル樹脂を用いるのが好ましい。ポリエステル樹脂は、透明性が高く、結着樹脂とし
て用いた場合、得られる画像の発色性を高いものとすることができる。また、ポリエステ
ル樹脂は、ロジン系樹脂との相溶性が特に低いため、トナー母粒子中においてロジン系樹
脂とより確実に相分離し、トナー母粒子の表面により効果的にロジン系樹脂を存在させる
ことができる。
【００１９】
　トナー母粒子がポリエステル樹脂を含むものである場合、ポリエステル樹脂の酸価は、
５～２０ｍｇＫＯＨ／ｇであるのが好ましく、５～１５ｍｇＫＯＨ／ｇであるのがより好
ましい。
　また、トナー母粒子がポリエステル樹脂を含むものである場合、その軟化点は、特に限
定されないが、５０～１３０℃であるのが好ましく、５０～１２０℃であるのがより好ま
しく、６０～１１５℃であるのがさらに好ましい。これにより、トナーの定着特性を特に
優れたものとすることができる。なお、本明細書で、軟化点とは、高化式フローテスター
（島津製作所製）における測定条件：昇温速度：５℃／ｍｉｎ、ダイ穴径１．０ｍｍで規
定される軟化開始温度のことを指す。
【００２０】
　２．着色剤
　また、トナー母粒子は、着色剤としてカーボンブラックを含んでいる。
　カーボンブラックを用いた黒色トナーは、他の着色剤を用いたトナーと比べて、帯電特
性が低く、従来のトナーのように帯電制御剤を用いた場合であっても、十分な帯電性能を
得るのが困難であった。
　これに対して、本発明のように、トナー母粒子をポリアルキレンイミンで表面改質する
ことにより、正帯電に優れた黒色トナーとすることができる。また、他の着色剤を用いた
トナーと併用して多色印刷を行う場合であっても、他の色のトナーとの帯電のバランスを
取ることができ、より鮮明な画像を形成することができる。
【００２１】
　３．その他の成分
　また、トナー母粒子は、上記以外の成分を含んでいてもよい。このような成分としては
、例えば、公知のワックス、磁性粉末等が挙げられる。
　また、トナー母粒子の構成材料（成分）としては、上記のような材料のほかに、例えば
、ステアリン酸亜鉛、酸化亜鉛、酸化セリウム、シリカ、酸化チタン、酸化鉄、脂肪酸、
脂肪酸金属塩等を用いてもよい。
【００２２】
　［ポリアルキレンイミン］
　上述したように、トナー母粒子は、その表面がポリアルキレンイミンにより表面改質さ
れている。なお、ポリアルキレンイミンによる表面改質とは、ポリアルキレンイミンのア
ミノ基の少なくとも一部と、トナー母粒子の表面の結着樹脂に由来する酸性基の少なくと
も一部とが化学反応し、共有結合（アミド結合等）をなすことをいう。
　ポリアルキレンイミンは、多数のアミノ基を有しているため、正帯電性の高い化合物で
ある。
【００２３】
　ところで、従来のトナーでは、トナー粒子間での帯電性にばらつきが生じ、帯電制御剤
を添加した場合であっても、そのばらつきを十分に抑制することができず、現像特性や転
写特性に影響を与えるといった問題があった。特に、着色剤としてカーボンブラックを用
いたトナーでは、その傾向が顕著であった。
　そこで、本発明者らは、上記問題に鑑み、鋭意検討した結果、トナー母粒子の表面をポ
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リアルキレンイミンで表面改質することにより、トナーの帯電特性（正帯電の帯電特性）
に優れるトナーを提供することができることを見出した。また、帯電特性に優れることか
ら、トナーは、現像効率、転写効率等の特性にも優れたものとなる。
【００２４】
　すなわち、本発明では、正帯電性を有するポリアルキレンイミンを用いて、トナー母粒
子の表面を改質（化学修飾）することにより、結着樹脂の特長を十分に発揮させつつ、上
記のような問題の発生を確実に防止し、トナーの正帯電の帯電特性を十分に優れたものと
することができる。
  なお、上記のような優れた効果は、ポリアルキレンイミンがトナー母粒子の表面を改質
することにより得られるものであり、単に、トナー中にポリアルキレンイミンを含むだけ
では、得られるものではない。
【００２５】
　ポリアルキレンイミンとしては、例えば、ポリエチレンイミン、ポリプロピレンイミン
、ポリブチレンイミン、ポリイソプロピレンイミン等が挙げられる。中でも、ポリエチレ
ンイミンを用いるのが好ましい。これにより、トナー母粒子の表面を、より好適に化学修
飾することができ、トナーの正帯電の帯電特性をより優れたものとすることができる。
　ポリアルキレンイミンの数平均分子量は、５０００～１０００００であるのが好ましく
、１００００～８００００であるのがより好ましい。ポリアルキレンイミンの数平均分子
量がこのような範囲であると、トナー母粒子表面をより効果的に改質（化学修飾）するこ
とができるとともに、ポリアルキレンイミンの比較的長い分子鎖による立体障害によって
、トナー粒子同士の不本意な凝集を効果的に防止することができる。
【００２６】
　［トナー粒子の形状］
　上記のような材料で構成されたトナー粒子の平均粒径は、０．５～４μｍであるのが好
ましく、１～３μｍであるのがより好ましく、１～２．５μｍであるのがさらに好ましい
。トナーの平均粒径が前記範囲内の値であると、各トナー粒子間での特性のばらつきを小
さいものとし、液体現像剤全体としての信頼性を高いものとしつつ、トナーにより形成さ
れるトナー画像の解像度を十分に高いものとすることができる。なお、本明細書では、「
平均粒径」とは、体積基準の平均粒径のことを指すものとする。
【００２７】
　［その他の成分］
　また、トナーは、シリコーンオイルおよび／またはフッ素オイルが外添されていてもよ
い。シリコーンオイルおよび／またはフッ素オイルが外添されていることにより、その液
架橋力によりトナー母粒子が二次粒子として凝集体を形成し、後述するような現像装置の
トナー収容部内や現像ローラ上では擬似的に大粒径のトナー母粒子のように振る舞う。そ
のため、トナー飛散を防止するとともにトナーの搬送性を向上させることができる。
【００２８】
　トナーに含まれるシリコーンオイルとしては、特に限定されないが、例えば、ハイドロ
ジェンシリコーンオイル、フェニルシリコーンオイル、アミノシリコーンオイル、エポキ
シシリコーンオイル、カルボキシシリコーンオイル、ポリエーテルシリコーンオイル、親
水性シリコーンオイル、メタクリルシリコーンオイル、メルカプトシリコーンオイル、片
末端反応性シリコーンオイル、高級アルコキシシリコーンオイル、アルキルシリコーンオ
イル等を用いることができる。
【００２９】
　また、トナーに含まれるフッ素オイルとしては、特に限定されないが、例えば、パーフ
ルオロポリエーテル、ポリ三フッ化塩化エチレン等を用いることができる。
　トナー母粒子１００重量部に対するシリコーンオイルまたはフッ素オイルの添加量の合
計は、０．０５～２重量部であるのが好ましい。これにより、トナー粒子を適度にかつ均
一に湿潤して、トナーの飛散を防止するとともに、形成される凝集体の粒径のバラツキを
防止することができる。その結果、トナーの帯電特性、現像特性等のバラツキをより小さ
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いものとすることができるとともに、後述するような非接触ジャンピング現像の際に現像
ローラと感光ドラムとの間における往復運動によって、より容易に解砕される凝集体（軟
凝集体）を形成することができる。
【００３０】
　これに対し、トナー母粒子に対するシリコーンオイルまたはフッ素オイルの添加量の合
計が０．０５重量部未満であると、トナー母粒子同士が軟凝集せず、トナー母粒子が凝集
した凝集体（二次粒子）を得ることができない。一方、トナー母粒子に対するシリコーン
オイルまたはフッ素オイルの添加量が２重量部を超えると、トナー母粒子同士が強固に凝
集し、得られた凝集体（二次粒子）は、前述したような非接触ジャンピング現像の際に現
像ローラと感光ドラムとの間で往復運動しても解砕されず、印刷画像の解像度や階調性を
高めることができない。
【００３１】
　また、トナーには、シリカ、酸化チタン等の無機微粒子を外添剤として含んでいてもよ
い。これにより、トナーの流動性を向上させるとともに、帯電特性を特に優れたものとす
ることができる。
　また、無機微粒子は、疎水化処理されているのが好ましい。これにより、トナーの流動
性及び帯電性をさらに向上させることができる。
【００３２】
　疎水化は、アミノシラン、ヘキサメチルジシラザン、ジメチルジクロロシランなどのシ
ラン化合物；ジメチルシリコーン、メチルフェニルシリコーン、フッ素変性シリコーンオ
イル、アルキル変性シリコーンオイル、アミノ変性シリコーンオイル、エポキシ変性シリ
コーンオイル等のシリコーンオイルを用いて、湿式法、乾式法等の当業者が通常使用する
方法により行われる。
【００３３】
　なお、上記説明では、黒色トナーにおいて、トナー母粒子表面をポリアルキレンイミン
で改質するものとして説明したが、例えば、シアン、イエロー、マゼンダ等の他の色のト
ナーと併用する場合において、他の色のトナーにおいても、トナー母粒子表面をポリアル
キレンイミンで改質してもよい。これにより、各色に対応するトナー間での、帯電特性の
ばらつきを抑制することができ、後述する画像形成装置におけるバイアス設定を容易に行
うことができる。
【００３４】
　≪黒色トナーの製造方法≫
　次に、本発明の黒色トナーの製造方法の好適な実施形態について説明する。
　本実施形態の黒色トナーの製造方法は、トナー母粒子が水系分散媒中に分散した分散液
を準備する分散液準備工程と、ポリアルキレンイミンを前記分散液と混合し、前記トナー
母粒子の表面をポリアルキレンイミンで改質し、トナー粒子を得る表面改質工程とを有す
る。
【００３５】
　以下、黒色トナーの製造方法を構成する各工程について詳細に説明する。
　［分散液準備工程（水系分散液準備工程）］
　まず、トナー母粒子が水系分散媒中に分散した分散液（水系分散液）を調製する。
　水系分散液は、いかなる方法で調製されるものであってもよいが、結着樹脂等のトナー
母粒子の構成材料（母粒子材料）が有機溶媒に溶解した樹脂溶液を調製する樹脂溶液調製
工程と、前記樹脂溶液中に水系液体を添加することにより、Ｗ／Ｏ乳化液を経由して、Ｏ
／Ｗ乳化液を調製するＯ／Ｗ乳化液調製工程と、前記Ｏ／Ｗ乳化液中に含まれる分散質を
合一させ、合一粒子を得る合一工程と、前記合一粒子中に含まれる前記有機溶媒を除去し
、前記トナー母粒子を形成する有機溶媒除去工程とを経て、懸濁液として調製されるのが
好ましい。これにより、水系分散液に含まれる分散質の大きさ、形状の均一性を特に高い
ものとすることができ、最終的に得られるトナー粒子の粒度分布を非常にシャープなもの
とすることができ、トナー粒子間での特性のばらつきを特に小さいものとすることができ
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る。以下の説明では、樹脂溶液調製工程とＯ／Ｗ乳化液調製工程と合一工程と有機溶媒除
去工程とを経て、水系分散液を調製する場合について、代表的に説明する。
【００３６】
　（樹脂溶液調製工程）
　まず、結着樹脂等を有機溶媒に溶解させた樹脂溶液を調製する。
　調製された樹脂溶液は、前述したようなトナー母粒子の構成材料、および、次に述べる
ような有機溶媒（有機溶剤）を含むものである。
　有機溶媒としては、結着樹脂の少なくとも一部を溶解するものであればいかなるもので
あってもよいが、後述する水系液体よりも沸点が低いものを用いるのが好ましい。これに
より、有機溶媒を容易に除去することができる。
【００３７】
　また、有機溶媒は、後述する水系液体（水系分散媒）との相溶性が低いもの（例えば、
２５℃における水系液体１００ｇに対する溶解度が３０ｇ以下のもの）であるのが好まし
い。これにより、後述するＯ／Ｗ乳化液（水系乳化液）中において、母粒子材料で構成さ
れた分散質を安定した状態で微分散させることができる。
　また、有機溶媒の組成は、例えば、前述したような樹脂材料、着色剤の組成や、水系液
体（水系分散媒）の組成等に応じて適宜選択することができる。
【００３８】
　このような有機溶媒としては、特に限定されるものではないが、例えば、ＭＥＫ等のケ
トン系溶媒、トルエン等の芳香族炭化水素系溶媒等が挙げられる。
　樹脂溶液は、例えば、結着樹脂、着色剤、有機溶媒等を、攪拌機等により混合すること
により得ることができる。樹脂溶液の調製に用いることのできる攪拌機としては、例えば
、ＤＥＳＰＡ（浅田鉄工社製）、Ｔ．Ｋ．ロボミクス／Ｔ．Ｋ．ホモディスパー２．５型
翼（プライミクス社製）等の高速攪拌機が挙げられる。
　また、攪拌時における材料温度は、２０～６０℃であるのが好ましく、３０～５０℃で
あるのがより好ましい。
【００３９】
　樹脂溶液中における固形分の含有率は、特に限定されないが、４０～７５ｗｔ％である
のが好ましく、５０～７３ｗｔ％であるのがより好ましく、５０～７０ｗｔ％であるのが
さらに好ましい。固形分の含有率が前記範囲内の値であると、後述する分散液（水系分散
液）を構成する分散質を、より球形度の高いもの（真球に近い形状もの）とすることがで
き、最終的に得られるトナー粒子の形状を、より確実に好適なものとすることができる。
　また、樹脂溶液の調製においては、調製すべき樹脂溶液の構成成分をすべて同時に混合
してもよいし、予め、調製すべき樹脂溶液の構成成分のうち一部を混合して混合物（マス
ター）を得、その後、当該混合物（マスター）を、他の成分と混合してもよい。
【００４０】
　（Ｏ／Ｗ乳化液調製工程）
　次に、上記樹脂溶液中に水系液体を添加することにより、Ｗ／Ｏ乳化液を経由して、Ｏ
／Ｗ乳化液を調製する。
　水系液体としては、主として水で構成されたものを用いることができる。
　水系液体中には、例えば、水との相溶性に優れる溶媒（例えば、２５℃での１００重量
部の水に対する溶解度が、５０重量部以上である溶媒）を含むものであってもよい。
【００４１】
　また、水系液体には、必要に応じて乳化分散剤を添加してもよい。乳化分散剤を添加す
ることにより、より容易に水系乳化液を調製することができる。乳化分散剤としては、特
に限定されず、例えば、公知の乳化分散剤を用いることができる。
　また、Ｏ／Ｗ乳化液の調製に際して、例えば、塩基性物質を用いてもよい。これにより
、例えば、結着樹脂が有する官能基（例えば、カルボキシル基等）を中和することができ
、調製されるＯ／Ｗ乳化液中における分散質の形状、大きさの均一性、分散質の分散性を
特に優れたものとすることができ。このため、得られるトナー粒子は、粒度分布が特にシ
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ャープなものとなる。塩基性物質は、例えば、樹脂溶液に添加されるものであってもよい
し、水系液体に添加されるものであってもよい。また、塩基性物質は、Ｏ／Ｗ乳化液の調
製において、複数回に分けて添加されるものであってもよい。
【００４２】
  塩基性物質としては、例えば、水酸化ナトリウム、水酸化カリウム、アンモニア等が挙
げられ、これらから選択される１種または２種以上を組み合わせて用いることができる。
  また、塩基性物質の使用量は、結着樹脂が有する全カルボキシル基を中和するために必
要な量の１～３倍に相当する量（１～３当量）が好ましく、１～２倍に相当する量（１～
２当量）がより好ましい。これにより、異形の分散質が形成されるのを効果的に防止する
ことができ、また、後に詳述する合一工程において得られる粒子の粒度分布を、よりシャ
ープなものとすることができる。
【００４３】
　樹脂溶液への水系液体の添加は、いかなる方法で行うものであってもよいが、樹脂溶液
を撹拌しつつ、樹脂溶液に水を含む水系液体を添加することが好ましい。すなわち、攪拌
機等により樹脂溶液に剪断を加えつつ、樹脂溶液中に水系液体を徐々に添加（滴下）する
ことにより行い、Ｗ／Ｏ型の乳化液（Ｗ／Ｏ乳化液）からＯ／Ｗ型の乳化液（Ｏ／Ｗ乳化
液）に転相させるのが好ましい。これにより、Ｏ／Ｗ乳化液に含まれる分散質の大きさ、
形状の均一性を特に高いものとすることができ、最終的に得られるトナー粒子の粒度分布
を非常にシャープなものとすることができ、トナー粒子間での特性のばらつきを特に小さ
いものとすることができる。
【００４４】
　Ｏ／Ｗ乳化液の調製に用いることのできる攪拌機としては、例えば、ＤＥＳＰＡ（浅田
鉄工社製）、Ｔ．Ｋ．ロボミクス／Ｔ．Ｋ．ホモディスパー２．５型翼（プライミクス社
製）、スラッシャ（三井鉱山社製）、キャビトロン（ユーロテック社製）等の高速攪拌機
、あるいは高速分散機等が挙げられる。
　また、樹脂溶液への水系液体の添加時には、翼先端速度が１０～２０ｍ／秒となるよう
に撹拌を行うことが好ましく、１２～１８ｍ／秒となるように撹拌を行うことがより好ま
しい。翼先端速度が前記範囲内の値であると、Ｏ／Ｗ乳化液を効率良く得ることができる
とともに、Ｏ／Ｗ乳化液中における分散質の形状、大きさのばらつきを特に小さいものと
することができ、過剰に微細な分散質、粗大粒子の発生を防止しつつ、分散質の均一分散
性を特に優れたものとすることができる。
【００４５】
　Ｏ／Ｗ乳化液中における固形分の含有率は、特に限定されないが、５～５５ｗｔ％であ
るのが好ましく、１０～５０ｗｔ％であるのがより好ましい。これにより、Ｏ／Ｗ乳化液
中における分散質同士の不本意な凝集をより確実に防止しつつ、トナーの生産性を特に優
れたものとすることができる。
　また、本処理における材料温度は、２０～６０℃であるのが好ましく、２０～５０℃で
あるのがより好ましい。
【００４６】
　（合一工程）
　次に、複数個の分散質を合一させ、合一粒子を得る。分散質の合一は、通常、有機溶媒
を含む分散質が衝突することにより、これらが一体化して進行する。
　複数個の分散質の合一は、Ｏ／Ｗ乳化液を撹拌しながら、Ｏ／Ｗ乳化液に電解質を添加
することにより行う。これにより、容易かつ確実に合一粒子を得ることができる。また、
電解質の添加量を調節することにより、容易かつ確実に、合一粒子の粒径、粒度分布を制
御することができる。
【００４７】
　電解質としては、特に限定されず、公知の有機、無機の水溶性の塩等を１種または２種
以上を組み合わせて用いることができる。
　また、電解質は、１価のカチオンの塩であることが好ましい。これにより、得られる合
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一粒子の粒度分布を特にシャープなものとすることができる。また、１価のカチオンの塩
を用いることで、本工程において、粗大粒子が発生することを確実に防止することができ
る。
【００４８】
　また、上述した中でも、電解質は、硫酸塩（例えば、硫酸ナトリウム、硫酸アンモニウ
ム）または炭酸塩であることが好ましく、硫酸塩であることが特に好ましい。これにより
、特に容易に合一粒子の粒径を制御できる。
　本工程で添加される電解質の量は、電解質が添加されるＯ／Ｗ乳化液に含まれる固形分
：１００重量部に対し、０．５～３重量部であるのが好ましく、１～２重量部であるのが
より好ましい。これにより、特に容易かつ確実に合一粒子の粒径を制御できるとともに、
粗大粒子の発生を確実に防止することができる。
【００４９】
　また、電解質は、水溶液の状態で添加されるのが好ましい。これにより、速やかにＯ／
Ｗ乳化液全体に、電解質を拡散させることができるとともに、電解質の添加量を容易かつ
確実に制御することができる。この結果、所望の粒径で、粒度分布が非常にシャープな合
一粒子を得ることができる。
　また、電解質を水溶液の状態で添加する場合、水溶液中における電解質の濃度は、２～
１０ｗｔ％であることが好ましく、２．５～６ｗｔ％であることがより好ましい。これに
より、特に速やかにＯ／Ｗ乳化液全体に、電解質を拡散させることができ、電解質の添加
量を容易かつ確実に制御することができる。また、このような水溶液を加えることにより
、電解質を加え終えた際におけるＯ／Ｗ乳化液中の水の含有量が、好適なものとなる。こ
のため、電解質添加後における合一粒子の成長速度を、生産性が落ちない程度に、適度に
遅いものとすることができる。結果として、粒径をより確実に制御できる。また、不本意
な合一粒子の合一を確実に防止することができる。
【００５０】
　また、電解質を水溶液で添加する場合、電解質水溶液の添加の速度は、電解質水溶液が
添加されるＯ／Ｗ乳化液に含まれる固形分：１００重量部に対し、０．５～１０重量部／
分であるのが好ましく、１．５～５重量部／分であるのがより好ましい。これにより、Ｏ
／Ｗ乳化液中で、電解質の濃度のむらが発生することを防止することができ、粗大粒子が
発生することを確実に防ぐことができる。また、合一粒子の粒度分布はさらにシャープな
ものとなる。さらに、このような速度で電解質を添加することで、合一の速度を特に容易
に制御でき、合一粒子の平均粒径を制御することが特に容易になるとともに、トナーの生
産性を特に優れたものとすることができる。
【００５１】
　電解質の添加は、複数回に分けて行ってもよい。これにより、容易かつ確実に、所望の
大きさの合一粒子を得ることができるとともに、得られる合一粒子の円形度を確実に、十
分に大きいものとすることができる。
　また、本工程は、Ｏ／Ｗ乳化液を攪拌した状態で行う。これにより、粒子間での形状、
大きさのばらつきが特に小さい合一粒子を得ることができる。
【００５２】
　Ｏ／Ｗ乳化液の撹拌には、例えば、アンカー翼、タービン翼、ファウドラー翼、フルゾ
ーン翼、マックスブレンド翼、半月翼等の攪拌翼を用いることができるが、中でも、マッ
クスブレンド翼、フルゾーン翼が好ましい。これにより、添加した電解質をすばやく均一
に分散、溶解させて、電解質の濃度むらが発生することを確実に防止することができる。
また、分散質を効率良く合一させつつ、一旦形成された合一粒子が崩壊するのをより確実
に防止することができる。その結果、粒子間での形状、粒径のばらつきの小さい合一粒子
を効率良く得ることができる。
【００５３】
　攪拌翼の翼先端速度は、０．１～１０ｍ／秒であるのが好ましく、０．２～８ｍ／秒で
あるのがより好ましく、０．２～６ｍ／秒であるのがさらに好ましい。翼先端速度が前記
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範囲内の値であると、添加した電解質を均一に分散、溶解させて、電解質の濃度むらが発
生することを確実に防止することができる。また、分散質をより効率良く合一させつつ、
一旦形成された合一粒子が崩壊するのをさらに確実に防止することができる。
　得られる合一粒子の平均粒径は、０．５～５μｍであるのが好ましく、１．５～３μｍ
であるのがより好ましい。これにより、最終的に得られるトナー粒子の粒径を、より確実
に適度なものとすることができる。
【００５４】
　（有機溶媒除去工程）
　その後、Ｏ／Ｗ乳化液中（特に、分散質中）に含まれる有機溶媒を除去する。これによ
り、トナー母粒子が水系分散媒中に分散した分散液（水系分散液）が得られる。
　有機溶媒の除去は、いかなる方法で行ってもよいが、例えば、減圧により行うことがで
きる。これにより、樹脂材料等の構成材料の変性等を十分に防止しつつ、効率良く有機溶
媒を除去することができる。
　また、本工程での処理温度は、合一粒子を構成する樹脂材料のガラス転移点（Ｔｇ）よ
りも低い温度であるのが好ましい。
　また、本工程は、Ｏ／Ｗ乳化液（分散液）に、消泡剤を添加した状態で行ってもよい。
これにより、効率良く有機溶媒を除去することができる。
【００５５】
　消泡剤としては、例えば、鉱物油系消泡剤、ポリエーテル系消泡剤、シリコーン系消泡
剤のほか、低級アルコール類、高級アルコール類、油脂類、脂肪酸類、脂肪酸エステル類
、リン酸エステル類等を用いることができる。
　消泡剤の使用量は、特に限定されないが、Ｏ／Ｗ乳化液中に含まれる固形分に対して、
重量比で、２０～３００ｐｐｍであるのが好ましく、３０～１００ｐｐｍであるのがより
好ましい。
【００５６】
　また、本工程においては、有機溶媒とともに、少なくとも一部の水系液体が除去されて
もよい。
　なお、本工程においては、必ずしも全ての有機溶媒（分散液中に含まれる有機溶媒の全
量）が除去されなくてもよい。このような場合であっても、後述する工程において、残存
する有機溶媒を十分に除去することができる。
【００５７】
　［洗浄工程（第１の洗浄工程）］
　次に、上記のようにして得られたトナー母粒子の洗浄を行う。これにより、洗浄された
トナー母粒子を含む分散液（水系分散液）を得ることができる。
　本工程を行うことにより、不純物として、有機溶媒等が含まれる場合であっても、これ
らを効率良く除去することができる。また、本工程を行うことにより、上述した工程で用
いた電解質、塩基性物質、酸性物質や、酸塩基反応により生じた塩を効率良く除去するこ
とができる。その結果、最終的に得られるトナー粒子中における、揮発性有機化合物（Ｔ
ＶＯＣ）量を特に少ないものとすることができる。
【００５８】
　本工程は、例えば、固液分離（水系液体からの分離）によりトナー母粒子を分離し、さ
らにその後、固形分（トナー母粒子）を水系液体（水系分散媒）中に再分散することによ
り行うことができる。固液分離、および、固形分の水中への再分散は、複数回、繰り返し
行ってもよい。なお、洗浄は、固形分（トナー母粒子）を水系液体（水系分散媒）中に再
分散した分散液（スラリー）の上澄み液の導電度が２０μＳ／ｃｍ以下となるまで行うの
が好ましい。
【００５９】
　［表面改質工程］
　次に、上述したようなトナー母粒子を含む分散液（水系分散液）とポリアルキレンイミ
ンとを混合し、上述したようなトナー母粒子をポリアルキレンイミンで表面改質する。こ
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れにより、トナー粒子が得られる。
　本工程は、水系分散液とポリアルキレンイミンとの混合により行うものであればよいが
、分散液（水系分散液）の水素イオン指数（ｐＨ）を２～８に調整した状態で行うのが好
ましい。これにより、粒子作成時に中和されて塩構造になっている樹脂の酸成分を元の酸
性基（ＣＯＯＨ等）に戻すことができ、トナー母粒子の構成材料の不本意な変質等を確実
に防止しつつ、トナー母粒子の表面に存在する酸性基とポリアルキレンイミンとの反応を
より効率よく進行させることができ、ポリアルキレンイミンをトナー母粒子表面により強
固に結合させることができる。その結果、トナーの帯電特性を特に優れたものとすること
ができる。上記のように、本工程における分散液（水系分散液）の水素イオン指数（ｐＨ
）は、２～８であるのが好ましいが、２．５～６．５であるのがより好ましく、４～５で
あるのがさらに好ましい。これにより、上記のような効果がさらに顕著に発揮される。
【００６０】
　上述した分散液のｐＨ調整は、例えば、１Ｎの塩酸等を添加することにより行うことが
できる。さらに、このｐＨ調整後に過剰な酸成分を除去するために水系液体（水系分散媒
）中に再分散した分散液（スラリー）の上澄み液の導電度が２０μＳ／ｃｍ以下となるま
で洗浄を行っても良い。
　また、上記分散液とポリアルキレンイミンとの混合後、混合液を１～３時間程度攪拌す
るのが好ましい。これにより、トナー母粒子表面をより均一に改質（化学修飾）すること
ができる。
　また、攪拌は、常温下で行ってもよいし、混合液を３０～４０℃程度に加温しつつ行っ
てもよい。加温して行うことにより、トナー母粒子表面をより効率よく改質（化学修飾）
することができる。
【００６１】
　本工程でのポリアルキレンイミンの使用量は、粒子構成樹脂量：１００重量部に対し、
０．１～１０重量部であるのが好ましく、０．３～６．０重量部であるのがより好ましく
、０．５～３．０重量部であるのがさらに好ましい。ポリアルキレンイミンの使用量の使
用量が前記範囲内の値であると、最終的に得られるトナーにおいて、過剰のポリアルキレ
ンイミンが溶出する等の不都合を確実に防止しつつ、トナーの正帯電の帯電特性を特に優
れたものとすることができる。
【００６２】
　［洗浄工程（第２の洗浄工程）］
　次に、上記のようにして得られたトナー粒子の洗浄を行う。
　本工程を行うことにより、不純物として、反応残のポリアルキレンイミンや有機溶媒等
が含まれる場合であっても、これらを効率良く除去することができる。その結果、最終的
に得られるトナー粒子中における、揮発性有機化合物（ＴＶＯＣ）量を特に少ないものと
することができる。また、トナー粒子の特性の安定性も向上する。
【００６３】
　なお、上記のようにポリアルキレンイミンは、トナー母粒子に強固に結合している。こ
のため、洗浄処理を施しても、トナー母粒子から脱離・脱落することが確実に防止されて
いる。
　本工程は、例えば、固液分離（水系液体からの分離）によりトナー粒子を分離し、さら
にその後、固形分（トナー粒子）の水系液体（水系分散媒）中への再分散および固液分離
（水系液体からのトナー粒子の分離）をすることにより行うことができる。固形分の水中
への再分散および固液分離は、複数回、繰り返し行ってもよい。
【００６４】
　［乾燥工程］
　その後、乾燥処理を施すことにより、トナー粒子を得ることができる。このような工程
を行うことにより、確実にトナー粒子中の水分量を十分に低いものとすることができ、最
終的に得られるトナーの保存性等の特性を特に優れたものとすることができる。
　乾燥工程は、例えば、真空乾燥機（例えば、リボコーン（大川原製作所社製）、ナウタ
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ー（ホソカワミクロン社製）等）、流動層乾燥機（大川原製作所社製）等を用いて行うこ
とができる。
【００６５】
　その後、得られたトナー粒子に対して、必要に応じて、外添処理を施し、本発明のトナ
ーが得られる。
　また、上記のようなトナーに対しては、必要に応じて、分級処理、外添処理等の各種処
理を施してもよい。
　分級処理には、例えば、ふるい、気流式分級機等を用いることができる。
【００６６】
　≪画像形成方法≫
　次に、本発明の黒色トナーを用いた画像形成方法について説明する。
　本実施形態に係る画像形成方法は、帯電工程、露光工程、現像工程、転写工程、定着工
程を経て、記録媒体上にトナー画像を形成する。
　＜画像形成装置＞
　まず、前述したような本発明の黒色トナーを用いた画像形成方法が適用される画像形成
装置について説明する。
【００６７】
　図１は、本発明のトナーが適用される画像形成装置の全体構成の一例を示す模式的断面
図である。
　図１に示す本実施形態の画像形成装置１０は、主として露光・現像・転写・定着を含む
一連の画像形成プロセスによって画像を記録媒体に記録するものである。このような画像
形成装置１０は、図１に示すように、静電的な潜像を担持し図示矢印方向に回転する感光
ドラム（潜像担持体）２０を有し、その回転方向に沿って順次、帯電ユニット３０、露光
ユニット４０、現像ユニット５０、中間転写体６１、クリーニングユニット７５が配設さ
れている。また、画像形成装置１０は、図１にて下部に、紙などの記録媒体Ｐを収容する
給紙トレイ８２が設けられ、その給紙トレイ８２に対して記録媒体Ｐの搬送方向下流に、
中間転写体６１、定着装置９０が記録媒体Ｐの搬送方向に沿って順次配設されている。ま
た、画像形成装置１０には、記録媒体の両面に画像を形成する場合に、定着装置９０によ
って一方の面に定着処理された記録媒体Ｐを表裏反転させて、後述する二次転写位置へ帰
還させるための搬送部８８が設けられている。
【００６８】
　感光ドラム２０は、円筒状の導電性基材（図示せず）と、その外周面に形成された感光
層（図示せず）とを有し、その軸線まわりに図１中矢印方向に回転可能となっている。
　帯電ユニット３０は、コロナ帯電などにより感光ドラム２０の表面を一様に帯電するた
めの装置である。
　露光ユニット４０は、図示しないパーソナルコンピュータなどのホストコンピュータか
ら画像情報を受けこれに応じて、一様に帯電された感光ドラム２０上に、レーザを照射す
ることによって、静電的な潜像を形成する装置である。
【００６９】
　現像ユニット５０は、ブラック現像装置５１と、マゼンタ現像装置５２と、シアン現像
装置５３と、イエロー現像装置５４との４つの現像装置を有し、これらの現像装置を感光
ドラム２０上の潜像に対応して選択的に用いて、前記潜像をトナー像として可視化する装
置である。ブラック現像装置５１はブラック（Ｋ）トナー（黒色トナー）、マゼンタ現像
装置５２はマゼンタ（Ｍ）トナー、シアン現像装置５３はシアン（Ｃ）トナー、イエロー
現像装置５４はイエロー（Ｙ）トナーを用いて現像を行う。
【００７０】
　なお、本発明において、黒色トナーとして上述したようなトナー母粒子に対してポリア
ルキレンイミンによる表面改質処理を施したトナーを用いるが、マゼンダトナーにも前記
処理を施したトナーを適用するのが好ましく、全色に対して前記処理を施したトナーを適
用するのがより好ましい。これにより、各色に対応するトナー間での帯電特性のばらつき
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をより効果的に抑制することができ、画像形成装置におけるバイアス設定を容易に行うこ
とができる。また、各色に対応するトナーについての現像効率をより均一なものとするこ
とができる。
【００７１】
　本実施形態におけるＹＭＣＫ現像ユニット５０は、前述の４つの現像装置５１、５２、
５３、５４を選択的に感光ドラム２０に対向するように、回転可能となっている。具体的
には、このＹＭＣＫ現像ユニット５０は、軸５０ａを中心として回転可能な保持体５５の
４つの保持部５５ａ、５５ｂ、５５ｃ、５５ｄにそれぞれ４つの現像装置５１、５２、５
３、５４が保持されており、保持体５５の回転により、４つの現像装置５１、５２、５３
、５４が相対位置関係を維持したまま、感光ドラム２０に選択的に対向するようになって
いる。なお、各現像装置５１、５２、５３、５４については、後に詳述する。
【００７２】
　中間転写体６１は、エンドレスベルト状の中間転写ベルト７０を有し、この中間転写ベ
ルト７０は、一次転写ローラ６０、従動ローラ７２、駆動ローラ７１で張架されており、
駆動ローラ７１の回転により、図１に示す矢印方向に、感光ドラム２０とほぼ同じ周速度
にて回転駆動される。
　一次転写ローラ６０は、感光ドラム２０に形成された単色のトナー像を中間転写ベルト
７０に転写するための装置である。
【００７３】
　中間転写ベルト７０上には、ブラック、マゼンタ、シアン、イエローのうちの少なくと
も１色のトナー像が担持され、例えばフルカラー画像の形成時に、ブラック、マゼンタ、
シアン、イエローの４色のトナー像が順次重ねて転写されて、フルカラーのトナー像が形
成される。本実施形態では、駆動ローラ７１が、後述する二次転写ローラ８０のバックア
ップローラとしても機能する。また、一次転写ローラ６０、駆動ローラ７１、従動ローラ
７２は、基体７３によって支持されている。
【００７４】
　二次転写ローラ８０は、中間転写ベルト７０上に形成された単色やフルカラーなどのト
ナー像を、紙、フィルム、布等の記録媒体Ｐに転写するための装置である。
　定着装置９０は、前記トナー像の転写を受けた記録媒体Ｐを加熱および加圧することに
より、前記トナー像を記録媒体Ｐに融着させて永久像として定着させるための装置である
。
【００７５】
　クリーニングユニット７５は、一次転写ローラ６０と帯電ユニット３０との間で感光ド
ラム２０の表面に当接するゴム製のクリーニングブレード７６を有し、一次転写ローラ６
０によって中間転写ベルト７０上にトナー像が転写された後に、感光ドラム２０上に残存
するトナーをクリーニングブレード７６により掻き落として除去するための装置である。
　搬送部８８は、定着装置９０によって一方の面に定着処理された記録媒体Ｐを挟持搬送
する搬送ローラ対８８Ａ、８８Ｂと、搬送ローラ対８８Ａ、８８Ｂによって搬送される記
録媒体Ｐを表裏反転しつつレジローラ８６へ向け案内する搬送路８８Ｃとを備えている。
これにより、記録媒体の両面に画像形成する場合に、定着装置９０によって一方の面に定
着処理された記録媒体Ｐを表裏反転して二次転写ローラ８０へ帰還させる。
【００７６】
　次に、このように構成された画像形成装置１０の動作を説明する。
　まず、図示しないホストコンピュータからの指令により、感光ドラム２０、現像ユニッ
ト５０に設けられた現像ローラ（図示せず）、および中間転写ベルト７０が回転を開始す
る。そして、感光ドラム２０は、回転しながら、帯電ユニット３０により順次帯電される
（帯電工程）。
　感光ドラム２０の帯電された領域は、感光ドラム２０の回転に伴って露光位置に至り、
露光ユニット４０によって、第１色目、例えばイエローＹの画像情報に応じた潜像が前記
領域に形成される（露光工程）。
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【００７７】
　感光ドラム２０上に形成された潜像は、感光ドラム２０の回転に伴って現像位置に至り
、イエロー現像装置５４によってイエロートナーで現像される（現像工程）。これにより
、感光ドラム２０上にイエロートナー像が形成される。このとき、ＹＭＣＫ現像ユニット
５０は、イエロー現像装置５４が、前記現像位置にて感光ドラム２０と対向している。
　感光ドラム２０上に形成されたイエロートナー像は、感光ドラム２０の回転に伴って一
次転写位置（すなわち、感光ドラム２０と一次転写ローラ６０との対向部）に至り、一次
転写ローラ６０によって、中間転写ベルト７０に転写（一次転写）される（一次転写工程
）。このとき、一次転写ローラ６０には、トナーの帯電極性とは逆の極性の一次転写電圧
（一次転写バイアス）が印加される。なお、この間、二次転写ローラ８０は、中間転写ベ
ルト７０から離間している。
　前述の処理と同様の処理が、第２色目、第３色目および第４色目について繰り返して実
行されることにより、各画像信号に対応した各色のトナー像が、中間転写ベルト７０に重
なり合って転写される。これにより、中間転写ベルト７０上にはフルカラートナー像が形
成される。
【００７８】
　一方、記録媒体Ｐは、給紙トレイ８２から、給紙ローラ８４、レジローラ８６によって
二次転写ローラ８０へ搬送される。
　中間転写ベルト７０上に形成されたフルカラートナー像は、中間転写ベルト７０の回転
に伴って二次転写位置（すなわち、二次転写ローラ８０と駆動ローラ７１との対向部）に
至り、二次転写ローラ８０によって記録媒体Ｐに転写（二次転写）される（二次転写工程
）。このとき、二次転写ローラ８０は中間転写ベルト７０に押圧されるとともに二次転写
電圧（二次転写バイアス）が印加される。
　記録媒体Ｐに転写されたフルカラートナー像は、定着装置９０によって加熱および加圧
されて記録媒体Ｐに融着される（定着工程）。その後、記録媒体Ｐは、排紙ローラ対８７
によって画像形成装置１０の外部へ排出される。
【００７９】
　一方、感光ドラム２０は一次転写位置を経過した後に、クリーニングユニット７５のク
リーニングブレード７６によって、その表面に付着しているトナーが掻き落とされ、次の
潜像を形成するための帯電に備える。掻き落とされたトナーは、クリーニングユニット７
５内の残存トナー回収部に回収される。
　記録媒体の両面に画像形成する場合には、定着装置９０によって一方の面に定着処理さ
れた記録媒体Ｐを一旦排紙ローラ対８７により挟持した後に、排紙ローラ対８７を反転駆
動するとともに、搬送ローラ対８８Ａ、８８Ｂを駆動して、当該記録媒体Ｐを搬送路８８
Ｃを通じて表裏反転して二次転写ローラ８０へ帰還させ、前述と同様の動作により、記録
媒体Ｐの他方の面に画像を形成する。
【００８０】
　［現像装置］
　ここで、図に基づき、本発明の黒色トナーが適用される現像装置の一例たる現像装置５
４を詳細に説明する。なお、現像装置５１、５２、５３については、用いるトナーの色が
異なる以外は現像装置５４と同様であるため、その説明を省略する。
　図２は、図１に示す画像形成装置に備えられた現像装置を示す斜視図、図３は、図２に
示す現像装置の概略構成を示す模式的断面図である。
【００８１】
　現像装置５４は、図３に示すように、現像剤たるトナーＴ（本発明のトナー）を収容す
るトナー収容部２１が形成されたハウジング２と、トナーＴを担持する現像ローラ３と、
現像ローラ３にトナーＴを供給するトナー供給ローラ４と、現像ローラ３に担持されたト
ナーＴの層厚を規制する規制ブレード５とを有している。
　ハウジング２は、その内部空間として形成されたトナー収容部２１内にトナーＴを収容
する。
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【００８２】
　そして、ハウジング２は、図２にて右方に開口しており、その開口部近傍に、トナー供
給ローラ４および現像ローラ３が回転可能に支持されている。また、ハウジング２には、
規制ブレード５が取り付けられている。さらに、ハウジング２には、前記開口におけるハ
ウジング２と現像ローラ３との間からのトナーの漏れを防止するためのシール部材６が取
り付けられている。
【００８３】
　現像ローラ３は、その外周面にトナーＴを担持しつつ、現像ローラ３と感光ドラム２０
との間の現像位置（以下、単に「現像位置」という）へトナーＴを搬送するものである。
また、現像ローラ３は、円筒状をなし、その軸線まわりに回転可能となっている。本実施
形態では、現像ローラ３は、感光ドラム２０の回転方向と逆の方向に回転する。また、図
２に示すように、現像ローラ３の両端部の外周面上には、その全周に亘ってテープ状のス
ペーサ３９が設けられている。このスペーサ３９は、感光ドラム２０の像非担持面に圧接
され、現像ローラ３と感光ドラム２０との間に現像ギャップｇを形成する。この現像ギャ
ップｇは、スペーサ３９の厚さにより所望の大きさに調節することができる。スペーサ３
９の構成材料としては、特に限定されないが、弾性を有するとともに現像ローラ３よりも
大きな吸湿性を有する材料を用いるのが好ましい。また、スペーサ３９と現像ローラ３と
は、弾性を有する接着剤を介して固定されているのが好ましい。なお、現像ローラ３につ
いては、後に詳述する。
【００８４】
　このように、現像ローラ３と感光ドラム２０とが微小間隙ｇをもって非接触状態で対向
する。そして、現像ローラ３と感光ドラム２０との間に現像バイアス電圧として交流バイ
アス（交番電界）を印加することにより、トナーＴを現像ローラ３上から感光ドラム２０
へ飛翔させて、感光ドラム２０上の潜像がトナー像として現像される。すなわち、本実施
形態では、いわゆる非接触ジャンピング現像を行う。非接触ジャンピング現像では、現像
ローラ３と感光ドラム２０との間にて、交流バイアス（現像バイアス電圧）の電圧変化に
伴ってトナーＴが飛翔往復運動する。
【００８５】
　トナー供給ローラ４は、トナー収容部２１から案内部材上を経由したトナーＴを現像ロ
ーラ３に供給する。このトナー供給ローラ４は、円筒状または円柱状をなす本体４１と、
本体４１上に設けられた弾性多孔質体層４２とを備えている。弾性多孔質体層４２は、ポ
リウレタンフォーム等で形成されており、弾性変形しつつ現像ローラ３に圧接している。
本実施形態では、トナー供給ローラ４は、現像ローラ３の回転方向と逆の方向に回転する
。なお、トナー供給ローラ４は、トナーＴを現像ローラ３に供給する機能を有するだけで
なく、現像後に現像ローラ３に残存しているトナーＴを現像ローラ３から剥ぎ取る機能を
も有している。また、トナー供給ローラ４にも現像ローラ３に印加される現像バイアス電
圧と同等の電圧が印加されるようになっている。
【００８６】
　規制ブレード５は、現像ローラ３に担持されたトナーＴの層厚を規制するとともに、そ
の規制時に摩擦帯電によりトナーＴに電荷を付与するようになっている。この規制ブレー
ド５は、ハウジング２と現像ローラ３との間をシールするシール部材としても機能してい
る。
　この規制ブレード５は、現像ローラ３の軸線方向に沿って当接される弾性体５６と、こ
の弾性体５６を支持する支持部材５７とを有している。弾性体５６は、例えばシリコンゴ
ム、ウレタンゴム等を主材料として構成されている。また、支持部材５７は、例えばリン
青銅、ステンレス等のバネ性（弾性）を有するシート状の薄板が用いられ、弾性体５６を
現像ローラ３に付勢する機能を有する。
　本実施形態では、規制ブレード５は、その先端（自由端）が現像ローラ３の回転方向の
上流側に向くように配置されており、いわゆるカウンタ当接している。また、本実施形態
の現像装置５４は、現像ローラ３上の余剰トナーを規制ブレード５により下方に落下させ
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トナー収容部２１に帰還させるようになっている。
【００８７】
　（現像ローラ）
　ここで、図４ないし図６に基づき、現像剤担持体の一例である現像ローラ３を詳細に説
明する。
　図４は、図２および図３に示す現像装置に備えられた現像ローラの概略構成を示す平面
図、図５は、図４に示す現像ローラの外周面を示す拡大図、図６は、図５におけるＡ－Ａ
線断面図である。
【００８８】
　図４に示す現像ローラ３は、円筒状または円柱状の本体３１と、この本体３１の両端の
それぞれから突出する１対の軸受部３２とを有している。
　本体３１の外周面には、図３に示すように、トナーを担持するための凹凸部３３が形成
されている。
　この凹凸部３３は、図５に示すように、互いにほぼ平行な複数の第１の溝３４と、この
第１の溝３４に交差するとともに、互いにほぼ平行な複数の第２の溝３５とで構成されて
いる。このように構成された凹凸部３３にあっては、互いに隣接する２つの第１の溝３４
（凹部）と、互いに隣接する２つの第２の溝３５（凹部）とで囲まれた領域に凸部３８が
形成されている。
【００８９】
　より具体的に説明すると、図４に示すように、各第１の溝３４は、本体３１の外周面に
沿って螺旋状をなすように形成されている。言い換えすれば、図５に示すように、各第１
の溝３４は、本体３１の外周面における軸線Ｘに平行な線分に対して傾斜する方向に延在
している。
　また、図６に示すように、第１の溝３４は、その横断面形状が台形状をなしている。な
お、第１の溝３４の横断面形状は、これに限定されず、例えば、Ｕ字状、Ｖ字状など他の
形状であってもよい。
【００９０】
　一方、各第２の溝３５は、本体３１の外周面に沿って、前述した各第１の溝３４と反対
方向に周回する螺旋状をなすように形成されている。言い換えすれば、各第２の溝３５は
、本体３１の外周面における軸線Ｘに平行な線分に対して傾斜する方向に延在している。
なお、第２の溝３５の構成は、前述したように延在方向が異なる以外は、第１の溝３４の
構成と同様である。
【００９１】
　本実施形態では、第１の溝３４同士間のピッチと第２の溝３５同士間のピッチとが同じ
である。
　また、第１の溝３４と第２の溝３５とで本体３１の外周面における軸線Ｘに平行な線分
に対する傾斜の程度が同じである。すなわち、図５に示すように、本体３１の外周面にお
ける軸線Ｘに平行な線分に対する各第１の溝３４の傾斜角θ１と、本体３１の外周面にお
ける軸線Ｘに平行な線分に対する各第２の溝３５の傾斜角θ２とが同じである。
【００９２】
　このように凹凸部３３は、規則的かつ均一に配列された凹部および／または凸部で構成
されている。これにより、トナーをより均一に帯電させることができる。
　また、複数の第１の溝３４および複数の第２の溝３５とで凹凸部３３を構成すると、比
較的簡単な構成で、凹部および／または凸部を規則的に配列することができる。また、こ
のような凹凸部３３は、転造法により形成することにより、比較的簡単かつ確実に、規則
的に凹部および／または凸部が配列された凹凸部３３を形成することができる。
【００９３】
　また、このような凹凸部３３は規則的かつ均一であるため、現像ローラ３上に均一かつ
最適な量のトナーＴを担持させることができ、また、現像ローラ３の外周面でのトナーＴ
の転動性（転がりやすさ）も均一なものとすることができる。その結果、トナーＴの局所
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的な帯電不良や搬送不良を効果的に防止して、優れた現像特性を発揮させることができる
。特に、トナーＴとして、上述したような表面改質処理を施されたトナーを用いた場合、
上記のような効果がより顕著なものとなる。
【００９４】
　また、ブラスト処理により得られたものと異なり、このような凹凸部３３は、その凸部
３８の先端の幅が比較的太いため、優れた機械的強度を有する。特に、凹凸部３３は、型
を用いた転写（転造）のような処理によって形成することで、押圧された部分の強度が向
上し、切削加工のような処理で得られたものと比しても、優れた機械的強度を有する。こ
のような凹凸部３３を有する現像ローラ３は、前述したような規制ブレード５やトナー供
給ローラ４などの摺動を受けていても、優れた耐久性を発揮することができる。したがっ
て、このような現像ローラ３は、乾式一成分非磁性トナーを用いる現像装置に好適に用い
ることができる。また、凹凸部３３の凸部の先端の幅が比較的太いと、磨耗しても形状変
化が少ないので、現像特性が急激に低下することも防止して、長期にわたり優れた現像特
性を発揮することができる。
【００９５】
　また、各第１の溝３４および各第２の溝３５は、それぞれ、本体３１の周方向に対して
傾斜する方向に延在しているため、凹凸部３３上のトナーが現像ローラ３の回転に伴って
本体３１の両端へ向け移動しながら搬送される。そのため、本体３１の軸線Ｘ方向での片
側に偏在してしまうのを防止または抑制することができる。
　このような現像ローラ３の本体３１は、アルミニウム、ステンレス、鉄等のような金属
材料を主材料として構成されている。特に、本体３１の構成材料には、ＳＴＫ、ＳＧＰな
どの鉄系材料や、Ａ６０６３、Ａ５０５６などのアルミ系材料が好適に用いられる。
【００９６】
　なお、本体３１の外周面には、必要に応じて、ニッケルメッキ、クロムメッキ等が施さ
れていてもよい。
　また、本体３１の外径（直径）は、特に限定されないが、例えば、１０～３０ｍｍであ
るのが好ましく、１５～２０ｍｍであるのがより好ましい。
　また、第１の溝３４同士のピッチＰ（Ｐ１）および第２の溝３５同士のピッチＰ（Ｐ２
）は、それぞれ、弾性多孔質体層の空孔の平均径よりも小さいのが好ましい。
【００９７】
　また、第１の溝３４同士間のピッチおよび第２の溝３５同士間のピッチとしては、それ
ぞれ、特に限定されないが、５０～１５０μｍであるのが好ましく、５０～１００μｍで
あるのがより好ましい。
　また、第１の溝３４同士間および／または第２の溝３５同士間のピッチをｐ（ｐ１、ｐ
２）としたとき、ｐは、用いられる解像度（画像の解像度）のピッチよりも小さいのが好
ましく、より具体的には、例えば、ｐは、前記解像度が１５０ｄｐｉである場合には、１
６９μｍよりも小さいのが好ましく、前記解像度が２００ｄｐｉである場合には、１２７
μｍよりも小さいのが好ましく、前記解像度が３００ｄｐｉである場合には、８５μｍよ
りも小さいのが好ましい。これにより、現像によって得られるトナー像のムラを防止する
ことができる。
【００９８】
　また、各第１の溝３４および／または各第２の溝３５の深さ、すなわち凹凸部３３の凹
部の深さは、トナーＴのトナー粒子の体積平均粒径よりも深いのが好ましい。
　また、各第１の溝３４および／または各第２の溝３５の深さは、トナーＴのトナー粒子
の体積平均粒径の２倍以下であるのが好ましい。これにより、トナーの帯電特性を向上さ
せることができる。
【００９９】
　また、第１の溝３４および／または第２の溝３５の深さをＤとし、トナーＴ（現像剤）
の平均粒径をｄとしたとき、Ｄ／ｄは、０．５～２であるのが好ましく、０．９～１．３
であるのがより好ましい。これにより、得られる現像ローラ３は、その凹凸部３３にトナ
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ーＴを均一かつ最適な量で担持することができる。これに対し、Ｄ／ｄが前記下限値未満
であると、凹凸部３３の形状などによっては、凹凸部３３の凸部に引っ掛かりにくく、ト
ナーの転動性が悪化し、帯電不良を生じやすくなる。一方、Ｄ／ｄが前記上限値を超える
と、凹凸部３３の形状などによっては、溝内（凹凸部３３の凹部内）のトナーが現像ロー
ラ３および規制ブレード５のいずれにも接触せずに帯電不良を生じる場合がある。
【０１００】
　また、第１の溝３４および／または第２の溝３５の幅をＷ（Ｗ１、Ｗ２）とし、トナー
Ｔ（現像剤）の平均粒径をｄとしたとき、Ｗ／ｄは、２～２０であるのが好ましく、Ｗ／
ｄは、４～１０であるのがより好ましい。これにより、現像ローラ３は、その凹凸部３３
にトナーＴ（現像剤）を均一かつ最適な量で担持することができる。これに対し、Ｗ／ｄ
が前記下限値未満であると、凹凸部３３の形状などによっては、トナーが溝内に入り込ま
ず転動性が悪化し帯電不良を生じたり、トナーが溝内に入っても溝内に滞留してフィルミ
ングを生じる傾向となる。一方、Ｗ／ｄが前記上限値を超えると、凹凸部３３の形状など
によっては、現像ローラ３に担持されるトナー量が少なく搬送不良を生じたり、トナーが
凹凸部３３の凸部に接触する機会が少なくなり転動性が悪化し、帯電不良を生じる場合が
ある。
　なお、第１の溝３４の幅と第２の溝３５の幅は、同じであっても異なっていてもよい。
【０１０１】
　以上、本発明のトナーおよび画像形成方法の好適な実施形態について説明したが、本発
明は、これに限定されるものではない。
　また、前述した実施形態では、水系乳化液を得、該水系乳化液に電解質を添加すること
により合一粒子を得るものとして説明したが、本発明は、これに限定されない。例えば、
合一粒子は、水系液体に、着色剤とモノマーと界面活性剤と重合開始剤とを分散させ、乳
化重合により、水系乳化液を調製し、該水系乳化液に電解質を添加して会合させる乳化重
合会合法を用いて調製されたものであってもよいし、得られた水系乳化液を噴霧乾燥する
ことにより合一粒子を得るものであってもよい。
　また、画像形成装置を構成する各部は、同様の機能を発揮し得る任意の構成のものと置
換することができる。また、任意の構成物が付加されていてもよい。
【実施例】
【０１０２】
　［１］液体現像剤の製造
　以下のようにして、液体現像剤を製造した。温度が記載されていない工程については、
室温（２５℃）で行った。
　（実施例１）
  ［分散液準備工程（水系分散液準備工程）］
  （着色剤マスターの調製）
  まず、樹脂材料（結着樹脂）として、ポリエステル樹脂（酸価：１０ｍｇＫＯＨ／ｇ、
ガラス転移点（Ｔｇ）：５５℃、軟化点：１０７℃）：６０重量部を用意した。
【０１０３】
  次に、上記樹脂材料と、着色剤としてのカーボンブラック（デグサ社製、Ｐｒｉｎｔｅ
ｘ　Ｌ）との混合物（質量比６０：４０）を用意した。これらの各成分を２０Ｌ型のヘン
シェルミキサーを用いて混合し、トナー製造用の原料を得た。
  次に、この原料（混合物）を２軸混練押出機を用いて混練した。２軸混練押出機の押出
口から押し出された混練物を冷却した。
  上記のようにして冷却された混練物を粗粉砕し、平均粒径：１．０ｍｍ以下の着色剤マ
スターバッチとした。混練物の粗粉砕にはハンマーミルを用いた。
【０１０４】
　（ワックスマスター溶液の調製）
　前記ポリエステル樹脂のＭＥＫ（メチルエチルケトン）５０％溶液：１００重量部、カ
ルナバワックス（東亜化成社製　ＴＯＷＡＸ－１２５）：１６．７重量部、ワックス分散
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剤（ビックケミー社製　Ｄｉｓｐｅｒｂｙｋ－１０８）：３．３重量部、ＭＥＫ：８０重
量部を、ビーズミル分散機（アシザワ・ファインテック社製　スターミルＤＭＲ１１０型
）にて分散を行い、ワックス分散液を得た。
【０１０５】
（樹脂溶液調製工程）
  上記着色剤マスターバッチ：１１２．５重量部にＭＥＫ：１０６．４重量部、前記ポリ
エステル樹脂：４０．９重量部、高分子量ポリエステル樹脂酸価（１０ｍｇＫＯＨ／ｇ、
ガラス転移点（Ｔｇ）：６５℃、軟化点：１７５℃）：４８．１重量部、ロジン変性ポリ
エステル樹脂（荒川化学工業社製、商品名「トラフィックス４１０２」、酸価：１５ｍｇ
ＫＯＨ／ｇ、軟化点：９８－１０８℃、重量平均分子量：１６００）：４８．１重量部、
前記ワックス分散液：１４４重量部を高速分散機（プライミクス社製、Ｔ．Ｋ．ロボミク
ス／Ｔ．Ｋ．ホモディスパー２．５型翼）で混合し、乳化剤としてのネオゲンＳＣ－Ｆ（
第一工業製薬社製）：１．３８重量部を加えて樹脂溶液を作製した。なお、この溶液中に
おいて、顔料は均一に微分散していた。
【０１０６】
　（Ｏ／Ｗ乳化液調製工程）
  次いで容器内の樹脂溶液に１規定アンモニア水：６３．７重量部を加えて、高速分散機
（プライミクス社製、Ｔ．Ｋ．ロボミクス／Ｔ．Ｋ．ホモディスパー２．５型翼）により
、攪拌翼の翼先端速度を７．５ｍ／ｓとして十分に攪拌し、フラスコ内の溶液の温度を２
５℃に調整し、その後攪拌翼の翼先端速度を１４．７ｍ／ｓとして攪拌を行いつつ、４０
０重量部の脱イオン水を滴下し、さらに、攪拌を継続しながら、脱イオン水：１００重量
部を加えることにより、Ｗ／Ｏ乳化液を経由して、樹脂材料を含む分散質が分散したＯ／
Ｗ乳化液を得た。
【０１０７】
　（合一工程）
  次に、Ｗ／Ｏ乳化液を、マックスブレンド翼を有した攪拌容器に移し、攪拌翼の翼先端
速度を１．０ｍ／ｓとして攪拌を行いながらＷ／Ｏ乳化液の温度を２５℃とした。
  次に、同様の温度、攪拌条件を保ちつつ、５．０％の硫酸ナトリウム水溶液：２００重
量部を滴下し、分散質の合一を行い、合一粒子の形成を行った。滴下後、合一粒子につい
ての５０％体積粒径Ｄｖ（５０）［μｍ］が３．５μｍに成長するまで攪拌を続けた。合
一粒子のＤｖ（５０）が３．５μｍになったら、脱イオン水：２００重量部を添加し、合
一を終了した。
　（有機溶媒除去工程）
  次に、合一粒子を含むＷ／Ｏ乳化液を減圧環境下に置き、固形分含有量が２３ｗｔ％と
なるまで有機溶媒を留去し、トナー母粒子のスラリー（分散液）を得た。
【０１０８】
　［洗浄工程（第１の洗浄工程）］
  次に、スラリー（分散液）に対し、固液分離を行い、さらに水中への再分散（リスラリ
ー）、固液分離を繰り返し行うことによる洗浄処理を施した。なお、スラリーの上澄み液
の導電度が２０μＳ／ｃｍ以下となるまで、洗浄処理を行った。
　その後、吸引ろ過法により、トナー母粒子のウェットケーキ（トナー母粒子ケーキ）を
得、このウェットケーキを水中に分散することにより、洗浄されたトナー母粒子を含む分
散液（水系分散液）を得た。
【０１０９】
　［表面改質工程（表面改質処理）］
  次に、洗浄されたトナー母粒子を含む分散液（水系分散液）に、１Ｎ塩酸を加えること
により、水素イオン指数（ｐＨ）を４．０に調整した。
  その後、この水素イオン指数（ｐＨ）が４．０に調整された分散液（水系分散液）に、
ポリエチレンイミン（平均分子量：７００００）を滴下しつつ攪拌した。このとき、ポリ
エチレンイミンは、粒子構成樹脂量：１００重量部に対して１．０重量部となるように、
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添加した。さらにその後、十分に攪拌を行い、分散液全体が十分に均一な組成となるよう
にした。
【０１１０】
　［洗浄工程（第２の洗浄工程）］
  次に、トナー粒子が分散した分散液に対し、固液分離を行い、さらに水中への再分散（
リスラリー）、固液分離を繰り返し行うことによる洗浄処理を施した。その後、吸引ろ過
法により、トナー粒子のウェットケーキ（トナー粒子ケーキ）を得た。このようにして得
られたウェットケーキの含水率は３５ｗｔ％であった。なお、固液分離により分離された
液相・ろ液を調べたところ、ポリエチレンイミンは検出されなかった。
【０１１１】
　［乾燥工程］
  その後、真空乾燥機を用いて、得られたウェットケーキを乾燥することにより、トナー
母粒子がポリエチレンイミンで表面改質（化学修飾）されたトナー粒子（黒色トナー）を
得た。
  また、カーボンブラックの代わりに、マゼンダ系顔料：ピグメントレッド２３８（山陽
色素社製）、イエロー系顔料：ピグメントイエロー１８０（クラリアント社製）、シアン
系顔料：ピグメントブルー１５：３（大日精化社製）に、それぞれ変更した以外は、上記
と同様にして、マゼンダ系トナー、イエロー系トナー、シアン系トナーを製造した。
【０１１２】
　（実施例２～１３）
  ロジン系樹脂の種類、ロジン系樹脂以外の結着樹脂の種類、ポリアルキレンイミンの種
類・使用量、表面改質工程に供されるのに際して水素イオン指数（ｐＨ）が調整された分
散液（水系分散液）の水素イオン指数（ｐＨ）を表１に示すように変更した以外は、前記
実施例１と同様にして各色に対応するトナーを製造した。
　（実施例１４）
　実施例１と同様にしてトナー粒子を得、以下の処理を施した以外は、前記実施例１と同
様にして各色に対応するトナーを製造した。
【０１１３】
　＜外添処理（外添工程）＞
　得られたトナー粒子１００重量部に負帯電性シリカシリカ微粒子ＲＸ２００（日本アエ
ロジル製　平均粒径１２ｎｍ、ヘキサメチルジシラザン処理）を２重量部、負帯電性シリ
カシリカ微粒子ＲＸ５０（日本アエロジル製　平均粒径４０ｎｍ、ヘキサメチルジシラザ
ン処理）を１．５重量部加え、ＣＯＭＭＥＲＣＩＡＬ社製７０１２Ｓの１リットルの撹拌
機で１００００ｒｐｍで３分間撹拌した後に、シリコーンオイルとしてジメチルシリコー
ンオイル（信越化学工業（株）製ＫＦ－９６－２００ＣＳ）を０．５重量部添加して同様
に１００００ｒｐｍで１分間攪拌して、トナーを調製した。
【０１１４】
　（実施例１５）
　シリコーンオイルの添加量を表１に示すようにした以外は、前記実施例１４と同様にし
てトナーを製造した。
　（実施例１６）
　シリコーンオイルを、フッ素オイルであるパーフルオロポリエーテル（ＮＯＫ（株）製
ＢＡＲＲＩＥＲＴＡ　Ｊ２５Ｖ）に変更した以外は、前記実施例１４と同様にしてトナー
を製造した。
【０１１５】
　（実施例１７）
　フッ素オイルの添加量を表１に示すようにした以外は、前記実施例１６と同様にしてト
ナーを製造した。
　（実施例１８）
　黒色トナーと、マゼンダ系トナーを前記実施例１と同様にして製造し、他の色のトナー
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については、表面改質処理を施さなかった以外は、前記実施例１と同様にしてトナーを製
造した。
【０１１６】
　（比較例１）
　表面改質処理を施さなかった以外は、前記実施例１と同様にして各色に対応するトナー
を製造した。
　（比較例２）
　表面改質処理を施さず、帯電制御剤としてのステアリン酸アルミニウム（日本油脂製）
を、トナー粒子１００重量部に対して１．５重量部添加した以外は、前記実施例１と同様
にして各色に対応するトナーを製造した。
【０１１７】
　以上の各実施例および各比較例について、トナーの製造に用いた結着樹脂の種類および
含有量、ポリアルキレンイミンの種類、表面改質処理の有無、表面改質工程に供されるの
に際して水素イオン指数（ｐＨ）が調整された分散液（水系分散液）の水素イオン指数（
分散液の調整後ｐＨ）、シリコーンオイルまたはフッ素オイルの添加量を表１に示した。
なお、表中、ポリエステル樹脂（酸価：１０ｍｇＫＯＨ／ｇ、ガラス転移点（Ｔｇ）：５
５℃、軟化点：１０７℃）をＰＥＳと、スチレン－アクリル酸エステル共重合体をＳＴ－
ＡＣと、ロジン変性ポリエステル樹脂（荒川化学工業社製、商品名「トラフィックス４１
０２」、酸価：１５ｍｇＫＯＨ／ｇ、軟化点：９８－１０８℃、重量平均分子量：１６０
０）をＲＰＥＳと、ロジン変性フェノール樹脂（荒川化学工業社製、商品名「タマノル１
３５」、酸価：１８ｍｇＫＯＨ／ｇ以下、軟化点：１３０～１４０、重量平均分子量：１
５０００）をＲＰＨと、ロジン変性マレイン樹脂（荒川化学工業社製、商品名「マルキー
ドＮｏ．１」、酸価：２０ｍｇＫＯＨ／ｇ以下、軟化点：１２７、重量平均分子量：３１
００）をＲＭと、ポリエチレンイミンをＰＥＩと示した。また、表中、黒色トナーをＢ、
マゼンダ系トナーをＭ、イエロー系トナーをＹ、シアン系トナーをＣと示した。
【０１１８】
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【表１】

【０１１９】
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　［２］現像ローラの作成
　次のようにして現像ローラを作成した。
　まず、ＳＴＫＭ製の円筒状の基材を用意した。ここで、基材として、長さ３００ｍｍ、
外径１８ｍｍ、厚さ３ｍｍのものを用いた。
　そして、基材の軸線方向での端部における内周部を、切削加工により厚さ１ｍｍ程度除
去して薄肉化し、基材の両端部のそれぞれにＳＴＫＭ製の円柱状部材を圧入した。ここで
、円柱状部材として、長さ５０ｍｍ、外径１４ｍｍのものを用い、基材の端面から３０ｍ
ｍ程度露出するように円柱状部材を基材の各端部に圧入した。
【０１２０】
　その後、基材の軸線と円柱部材の軸線とを一致させるように、基材および１対の円柱状
部材とからなる構造体をセンタレス研磨により研削した。
　次に、ＳＫＤ製のダイスを用いて基材の外周面に複数の第１の溝および複数の第２の溝
のための凹凸加工を施した後に、厚さ３μｍの硬質クロームメッキを施して、複数の第１
の溝および複数の第２の溝で構成された凹凸部を形成した。ここで、第１の溝および第２
の溝は、互いに直交するとともに、それぞれ、基材の周方向に延びる線分に対し４５°傾
斜するように形成した。また、第１の溝および第２の溝は、それぞれ、ピッチが８０μｍ
であり、溝幅が２６μｍであり、深さが６μｍであった。ここで、第１の溝および第２の
溝の深さは、キーエンスのレーザー顕微鏡ＶＫ－９５００を用い、ＪＩＳ　Ｂ０６０１－
１９９４に準拠して現像ローラの表面粗さを測定したときの最大高さＲｙである。また、
第１の溝および第２の溝のピッチは、キーエンスのレーザー顕微鏡ＶＫ－９５００を用い
、ＪＩＳ　Ｂ０６０１－１９９４に準拠して現像ローラの表面粗さを測定したときの凹凸
の平均間隔Ｓｍである。
【０１２１】
　［３］画像形成装置
　上記のようにして作成した現像ローラをカラープリンタ（セイコーエプソン製ＬＰ９０
００Ｃ）に組み込んだものを画像形成装置として用いた。
　また、現像ギャップ調整スペーサとして、厚さ５０μｍのものを用い、現像バイアス電
圧として、直流電圧＋３００Ｖに、ピーク－ピーク電圧１０００Ｖ、周波数６０００Ｈｚ
の矩形波電流を重畳したものを用いた。なお、その他の条件はＬＰ９０００Ｃのものを用
いた。
【０１２２】
　［４］評価
　以下の評価試験方法によって評価を行い、その結果を表１に示す。
　［４．１］現像効率
　前記各実施例および各比較例で得られたトナーを、上述したような画像形成装置のカラ
ープリンタ用カートリッジに入れ、現像ローラ上に前記各実施例および各比較例で得られ
たトナーを担持させた。次に、現像ローラの表面電位を３００Ｖとし、感光体の表面電位
を５００Ｖで均一に帯電させ、感光体ドラムに露光を行い、感光体ドラム表面の帯電を減
衰させ、表面電位を５０Ｖとした。現像ローラ上に担持したトナーが感光体ドラムと現像
ローラとの間を通過した後の、現像ローラ上のトナーと、感光体ドラム上のトナーとをテ
ープで採取した。採取に用いた各テープを記録紙上に貼り付け、それぞれのトナーの濃度
を測定した。測定後、感光体ドラム上で採取されたトナーの濃度を、感光体ドラム上で採
取されたトナーの濃度と現像ローラ上で採取されたトナーの濃度との総和で除した数値に
１００を掛けた値を現像効率として求め、以下の４段階の基準に従い評価した。
　　Ａ　：現像効率が９６％以上であり、現像効率に特に優れる。
　　Ｂ　：現像効率が９０％以上９６％未満であり、現像効率に優れる。
　　Ｃ　：現像効率が８０％以上９０％未満であり、実用上問題のない。
　　Ｄ　：現像効率が８０％よりも小さく、現像効率に劣る。
【０１２３】
　［４．２］帯電特性
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　各実施例および各比較例で得られたトナーを、それぞれ上述した画像形成装置のカート
リッジに投入した。
　現像装置の規制ブレードに規制され、感光体に搬送されるトナーの帯電量を、現像ロー
ラ上のトナーを分析することによって評価した。帯電量は、ホソカワミクロン（株）製の
Ｅ－ＳＰＡＲＴアナライザーによって測定した。測定条件は、吸引流量０．２リットル／
分、集塵エアー流量０．６リットル／分、吹き付け窒素ガス圧０．０２Ｍｐａとし、トナ
ー１個ごとの帯電量（Ｑ／ｍ）を測定して、３０００個のトナーカウントで帯電量分布を
求めた。
【０１２４】
　トナーの帯電量の均一性は、トナー１個あたりの帯電量の個数分布において、最大頻度
の帯電量（Ｑ１／ｍ１）と測定したトナーの総帯電量を測定カウント（個数）で除した値
（Ｑ２／ｍ２）との差の絶対値が小さいほど、帯電量の分布は均一であり、絶対値が大き
いほど不均一である。なお、評価は、以下の５段階の基準に基づいて行った。
　　Ａ　：差の絶対値が０．８以下。
　　Ｂ　：差の絶対値が０．８よりも大きく、１．０以下。
　　Ｃ　：差の絶対値が１．０よりも大きく、１．５以下。
　　Ｄ　：差の絶対値が１．５よりも大きく、２．０以下。
　　Ｅ　：差の絶対値が２．０よりも大きい。
【０１２５】
［４．３］帯電立ち上がり性
　温度２５℃、湿度５０％の試験室で標準キャリアＰ－０１(日本画像学会)１００部と本
発明のトナー５部をステンレスポットに仕込み、ボールミルにて一定回転数で回転混合さ
せた。回転スタートから１５秒後に停止させ現像剤の帯電量（μＣ/ｇ）をブローオフ装
置にて測定し、以下の４段階の基準に従い評価した。
　　Ａ　：帯電量が、６０μＣ以上。
　　Ｂ　：帯電量が、５０μＣより大きく、６０μＣ以下。
　　Ｃ　：帯電量が、４０μＣより大きく、５０μＣ以下。
　　Ｄ　：帯電量が、４０μＣ以下。
【０１２６】
［４．４］高温高湿環境下の飽和帯電量
　温度３０℃、湿度９０％の環境試験室で上記標準キャリア１００部と本発明のトナー５
部を１時間放置し、環境試験室でステンレスポットに仕込み、環境試験室内に設置したボ
ールミルにて一定回転数で回転混合させた。回転スタートから２０分攪拌後の現像剤の飽
和帯電量（μＣ/ｇ）をブローオフ装置にて測定し、１分後の帯電量と２０分後の帯電量
の差を求め、以下の４段階の基準に基づいて評価した。
　　Ａ　：帯電量の差が、±３μＣ以内。
　　Ｂ　：帯電量の差が、±３μＣより大きく、±５μＣ以下。
　　Ｃ　：帯電量の差が、±５μＣより大きく、±７μＣ以下。
　　Ｄ　：帯電量の差が、±７μＣ以上。
【０１２７】
［４．５］転写性
　前記各実施例、および各比較例のトナーを、画像形成装置の現像装置に充填し、画像形
成装置にセットした。上記画像形成装置において、記録媒体（セイコーエプソン社製、Ａ
４上質普通紙）に所定のパターンの印字（５％印字）を連続で５００００枚行った後、か
ぶりおよびトナー飛散について、それぞれ以下の４段階の基準に従い評価した。
【０１２８】
　かぶりは、上記と同様に記録媒体に所定のパターンの印字を連続で１０枚行い、転写さ
れた記録媒体の印字されていない部分への、トナー粒子付着度合いを目視にて確認し、評
価した。
　　Ａ　：記録媒体上の印字されていない部分に、トナー粒子が確認できない。
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　　Ｂ　：記録媒体上の印字されていない部分に、トナー粒子が僅かに付着している。
　　Ｃ　：記録媒体上の印字されていない部分に、トナー粒子が多少付着している。
　　Ｄ　：記録媒体上の印字されていない部分に、トナー粒子が多量に付着している。
【０１２９】
　トナー飛散は、上記の印字を行った後の画像形成装置について、画像形成装置内部の部
材へのトナー粒子の付着度合いを目視にて確認し、評価した。
　　Ａ　：画像形成装置内部の部材に、トナー粒子が確認できない。
　　Ｂ　：画像形成装置内部の部材に、トナー粒子が僅かに付着している。
　　Ｃ　：画像形成装置内部の部材に、トナー粒子が多少付着している。
　　Ｄ　：画像形成装置内部の部材に、トナー粒子が多量に付着している。
　以上の結果を表２に示す。
【０１３０】
【表２】

【０１３１】
　表２から明らかなように、本発明にかかる各実施例では、現像効率が高く、帯電特性に
優れたものであった。特に、シリコーンオイルまたはフッ素オイルを添加した実施例１４
～１７では、現像効率が特に高く、帯電特性にも優れていた。これに対し、各比較例では
、満足な結果が得られなかった。
【図面の簡単な説明】
【０１３２】
【図１】本発明のトナーが適用される画像形成装置の全体構成の一例を示す模式的断面図
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【図２】図１に示す画像形成装置に備えられた現像装置を示す斜視図である。
【図３】図２に示す現像装置の概略構成を示す模式的断面図である。
【図４】図２および図３に示す現像装置に備えられた現像ローラの概略構成を示す平面図
である。
【図５】図４に示す現像ローラの外周面を示す拡大図である。
【図６】図５におけるＡ－Ａ線断面である。
【符号の説明】
【０１３３】
　１０…画像形成装置　３３…凹凸部　３４…第１の溝　３５…第２の溝　３８…凸部　
３…現像ローラ　３１…本体　３２…軸受部　６…シール部材　２…ハウジング　２１…
トナー収容部　４…トナー供給ローラ　５…規制ブレード　５６…弾性体　５７…支持部
材　２０…感光ドラム　３０…帯電ユニット　３９…スペーサ　４０…露光ユニット　４
１…本体　４２…弾性多孔質体層　５０…現像ユニット　５０ａ…軸　５１…ブラック現
像装置　５２…マゼンタ現像装置　５３…シアン現像装置　５４…イエロー現像装置　５
５…保持体　５５ａ～５５ｄ…保持部　６０…一次転写ローラ　６１…中間転写体　７０
…中間転写ベルト　７１…駆動ローラ　７２…従動ローラ　７３…基体　７５…クリーニ
ングユニット　７６…クリーニングブレード　８０…二次転写ローラ　８２…給紙トレイ
　８４…給紙ローラ　８６…レジローラ　８７…排紙ローラ対　８８…搬送部　８８Ａ、
８８Ｂ…搬送ローラ対　８８Ｃ…搬送路　９０…定着装置　Ｐ…記録媒体　Ｔ…トナー

【図１】 【図２】
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